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　１　はじめに
　我が国の公共投資のあり方は，近年，受益と負担の乖離，経済効果の低
下，政策決定での｢もたれあい｣構造の行き過ぎ，さらには環境への悪影
響などの多くの側面から批判されている。
　本稿ではHanai, Tajikaand Yui (2000)を発展させ，日本経済の発展プ
ロセスにおいて，地方政府の公共投資が地域の雇用対策や経済格差の是正
など再分配の手段として用いられ，役割変化が見られるようになったこと
を考察する。ここでは，公共投資の支出サイドだけでなく，その財源調達
のあり方にも着目して移転メカニズムをもたらした要因を考える。まず，
地方政府の公共投資の異なる支出項目について相関係数や５分位による分
析を行い，公共投資の地域配分と再分配との結びつきを検討する。分析に
よって，我が国の地方政府の公共投資では，普通建設事業費だけでなく，
道路橋りょう，河川海岸，港湾，都市計画等に支出される土木費において
も，1970年代半ば以降，所得再分配との結びつきが見られることを明ら
かにする2)。すなわち，本来，社会資本の形成を通じて国民経済の効率性
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の向上が目指されるべき公共投資が，地域の雇用対策や経済格差の是正の
ために「隠された移転」として利用されていることが指摘される。
　次に，地方政府の公共投資の活動を背後でささえる財源調達手段と再分
配との関係を検討し，公共投資による「隠された移転」の原因を考える。
地方政府の公共投資は，日本経済の発展プロセスにおいて，財源を補助金
（国庫支出金）や地方交付税等の中央政府からの財政移転に大きく依存して
きた。さらに，中央政府の許可を受けて発行される地方債への依存も，1970
年代以降，強まることになった。ここでは，公共投資の財源調達構造で高
いシェアを占める依存財源である補助金と地方債に着目し，これらの財源
が再分配を実現する財源措置(financialdevice)としてどう組み込まれてき
たのか，支出サイドと同じく相関係数や５分位分析を用いて考察する3）。
　まず，補助金の地域配分では，既に多くの先行研究が明らかにしている
ように再分配効果が大きいことが確認される。補助金による再分配効果は
1950年代から継続してみられ，1960年代始めから1970年代終わりにかけ
てその効果が拡大し，それ以降は安定して高い水準が維持されている。し
かし，補助金だけでは公共投資と再分配との関係を説明することができな
い。なぜなら，1970年代後半以降，公共投資の財源調達で補助金のシェ
アが大きく低下したにもかかわらず，公共投資の地域配分ではほぼ同じ水
準の再分配効果が維持されてきたからである。
　そこで次に，1970年代後半以降の公共投資による「隠された移転」を
ささえた要因を探るために，補助金と同様，公共投資の財源調達でこの時
期に急速にシェアを高めた地方債の地域配分についても再分配との結びつ
きを検討する。分析により，地方債総額は，1970年代後半以降，地域へ
再分配的に配分されることが明らかにされる。そこで，地方債をさらに事
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業別に分類し，補助事業の地方負担分をまかなう一般公共事業債や，補助
金とは関係なく起債額が決まる一般単独事業績について再分配効果を分析
する。その結果，1970年代半ば以降の一般単独事業債の拡大が地方債と
再分配との結びつきを強めたことが示される。すなわち，この時期，地方
債では，景気対策や地域活性化政策のために一般公共事業債だけでなく一
般単独事業績も積極的に発行されたが，それはもっぱら地域間での所得移
転に結びついて公共投資に利用されてきたことが指摘される。
　本稿の構成は以下の通りである。まず，第２節では，日本経済の発展の
プロセスにおいて，一般政府の公共投資の供給にあたって国と地方の間で
どのような役割分担がなされてきたのかを検討する。第３節では，地方政
府の公共投資と再分配との結びつきを支出サイドから考える。第４節では，
地方政府の公共投資の財源調達を検討し，1970年代以降，依存財源であ
る補助金と地方債のシェアが大きく変化することで，構造変化が見られる
ことを明らかにする。第５節では，補助金と地方債の地域配分を分析する
ことにより，地方政府の公共投資の役割変化をもたらした要因を考察する。
　２　政府間関係からみた公共投資の推移
　図１は，戦後の日本経済におけるＧＤＥ（国内総支出）に対する公的総資
本形成（一般政府）の比率の推移を示している。図では, GDEシェアでの
公共投資を左軸に，経済成長率（実質）を右軸にとってある。
　公共投資の規模は，日本経済の発展段階で，経済成長と密接に結びつい
て推移してきた。一般政府で見た公共投資のＧＤＥに対するシェア（国・
地方合わせて）は，全期間にわたって3.6%から6.7%の水準にあった。
公共投資のシェアは，高度成長期（1956年から73年頃）に継続して増加し
た。このシェアは，安定低成長期（1974年から1986年頃）前半に急速に高
まり，それは，行財政改革が行われた1980年代始めまで続いた。特に，
第一次オイルショックによる経済不況からの脱却を目指した積極財政や。
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図１　公共投資の推移
田中政権による日本列島改造論等に対応して，公共投資は急速に増加する
ことになった。このような公共投資のシェアの伸びは，安定低成長期の後
半に行われた行財政改革によって歯止めがかけられることになる。財政再
建を目指した財政面でのシーリングの導入は，公共投資の決定においても
重要な役割を持った。バブル好景気に伴う税収の増加は，再び公共投資の
シェアの増加を可能にした。さらに，公共投資基本計画の策定も，バブル
期およびそれ以降（1987年から1997年）の公共投資のシェアを拡大させる
要因となった。バブル崩壊後の日本経済の景気低迷は，国だけでなく地方
財政でも財政収入を大きく逼迫させることになった。こうした厳しい財政
状況の脱却をめざして，経済対策や景気対策からの公共投資の動員要請は
相変わらず続いている。
　そこで，一般政府での公共投資を中央政府と地方政府の関係で分けると，
次のような三つの特徴が見られる。第一に，地方政府は，公共投資の実施
主体として重要な役割を担っている。分析可能期間である1970年から
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1997年の間，地方政府は一貫して82から85％もの高い政府間での事業
分担シェアを維持している。第二に，中央政府による公共投資のＧＤＥシ
ェアは，分析期間を通じて大きな変化が見られないのに対し，地方政府の
ＧＤＥシェアは大きく変動している。地方政府のシェアで変動が大きいの
は，地方政府による公共投資の実施にあたって国の政策の影響を強く受け
ていることを示唆している。第三に，地方政府のシェアは，期間全体を通
じて上昇している。こうしたシェアの上昇は，公共投資の供給主体として
地方政府の役割が一層重要になり，経済状況の変化に主体的に対応する必
要性が益々迫られていることを示している。そこで，以下の議論では，地
方財政の普通会計（道府県）における普通建設事業費や土木費に限定して
地方政府の公共投資の役割変化を考える。
　３　支出サイドでの変化：隠された移転
　本節では, Hanai, Tajika and Yui（2000）を発展させ，日本経済の戦後の
発展プロセスにおいて，地方政府の公共投資は所得格差是正と結びつきを
強め，地域間で再分配的に配分されるようになったことを支出分類に着目
しながら明らかにする。
　図２は，1956年から1995年の期間について，各年度の一人あたり道府
県歳出項目（普通建設事業費，土木費，教育費）と一人あたり県民所得水準
との相関係数の推移を示している。普通建設事業費は，地方政府の公共投
資を表わしている。普通建設事業費は，さらに経済目的で区分すると，民
生費，衛生費，労働費，農林水産業費，教育費，土木費などに支出されて
いる。ここで，土木費以外の民生費，衛生費，労働費，農林水産業費，教
育費などは，元来，所得移転や所得の低い地域での産業育成が目的とされ
ているため，支出が再分配的に行われていると考えられる。これに対し，
道路橋りょう，河川海岸，港湾，都市計画等に支出される土木費は，社会
資本の形成を通じて効率的な資源配分が重視され，地域の所得格差とは無
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図２　相関係数の変化：歳出項目と県民所得
　　　　　　(一人あたり，道府県)
関係に地域配分されると考えられるが，果たして本当であろうか。土木費
については，普通建設事業費での性質別と目的別分類をクロスしたままで
の地域配分データがとれなかったため，歳出目的別分類での土木費の地域
配分を代わりに用いた。さらに，道府県歳出で土木費と伴に大きなシェア
を占め，所得再分配的性格が強いと考えられる教育費を比較のために取り
上げた。
　まず，普通建設事業費では，1965年以降，5％の水準で有意かつマイナ
スの相関係数が得られた。普通建設事業費の相関係数の大きさは，1960
年代半ばから1980年代始めにかけて大きく低下し，1980年代以降は安定
かつ低い値を維持した。次に，土木費では，1971年以降，5％の水準で有
意かつマイナスの相関係数が得られた。土木費の相関係数の大きさは。
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1970年代を通じて低下し，普通建設事業費と同様に1980年代以降も継続
して低い値を維持した。さらに，教育費では，1958年以降，5％の水準で
有意かつマイナスの係数が得られた。教育費の相関係数は，1970年代終
わりまで普通建設事業費や土木費の相関係数の大きさと比べてかなり低い
値が得られ，支出が再分配的に行われてきたことが確認できる。
　ここでの実証結果から，以下のことが指摘できる。まず，普通建設事業
費は，高度成長期の半ば頃から再分配的に地域配分されるようになり，高
度成長期から安定低成長期を通じてその効果を拡大させた。さらに，その
後も継続して高い再分配効果を維持している。次に，土木費は，1970年
代始めに再分配と結びついて配分されるようになった。土木費の再分配効
果は，1980年代以降若干弱まるものの，今日に至るまで普通建設事業費
と同様，所得再分配的性格の強い教育費と匹敵するくらい大きくなってい
ることが確認される。
　次に，公共投資の地域配分と再分配構造の地域間での偏りをみるために
５分位分析を行った。分析では，1956年から1995年の期間について，毎
年度の一人あたり県民所得水準の大きさによって，道府県をG1からG5
の５つのグループに分けた。ここで，G1は所得が最も高い道府県のグル
ープ，G2はその次に所得が高い道府県のグループ，この順でG5が所得
が最も低いグループを示している4)。従って，各グループには，９または
10の道府県が含まれる。
　各グループの配分水準を示す指標は，次のように計算した。まず，各道
府県の一人あたり歳出配分額を全道府県での一人あたり配分額で割り，各
道府県の基準化した一人あたり配分水準を求めた。さらに，それぞれのグ
ループに属する道府県について基準化した一人あたり配分水準の平均値を
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図３　普通建設事業費
求めることでグループの配分指標とした。
　図３は普通建設事業費の，図４は土木費の結果を示している。まず，所
得が最も高いG1グループは，土木費の1958年から1962年を除き，日本
経済の発展プロセスのほぼ全期間で，普通建設事業費，土木費ともに最も
低い支出水準に留まっている。次に，G2グループは，普通建設事業費，
土木費ともに，1958年までは最も高い支出水準になったが，高度成長期
から安定低成長期に至る1970年代半ばにかけてその水準を低下させ，そ
れ以降，ほぼ同じ水準を維持している。また，G3グループでは，1960年
代始めに土木費で最も高い支出水準となったが，それ以降，普通建設事業
費，土木費ともに，平均値に近い水準を維持している。さらに，所得水準
の低いG4とG5グループでは，土木費では1970年代始め，普通建設事業
費では1960年代半ばから1970年代始めにかけて支出水準を高め，1970
年代半ば以降，普通建設事業費，土木費ともに最も高い水準を維持するよ
うになる。
　すなわち，５分位分析においても，普通建設事業費では1960年代半ば
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図４　土　木　費
以降，土木費では1970年代以降に支出が再分配的に地域配分される構造
が確認できる。その構造は特に，（1）普通建設事業費については1960年代
半ば，土木費については1970年代始めに，相対的に所得の高いG2とG3
グループと相対的に所得の低いG4とG5グループで支出水準の逆転が生
じ，それ以降，所得の低いG4とG5グループでの支出水準が高まったこ
と，（2）所得の最も高いG1グループで支出水準がもっとも低く維持された
ことなどの理由から生じたことがわかった。
　以上の結果は，社会資本の形成をつうじて資源配分の効率性向上のため
に配分されるべき公共投資が，地域間での所得移転の手段として利用され
るようになったことを意味している。通常，公平性の観点から正当化され
る所得移転としては，社会保障支出や教育支出による，生活保護や年金な
どの現金給付や医療や義務教育などの実物給付などの手段が考えられる。
これに対し，本来資源配分の効率性を達成するために行われるべき土木費
などの公共投資が，地域間での再分配手段として利用される側面は，「隠
された（偽装された）移転（adisguisedtransfer)」と呼ぶことができよう5）。
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　４　地方政府の公共投資の構成とその財源内訳
　本節では，地方政府の公共投資の支出構成や財源調達構造は，日本経済
の発展プロセスでどう変化したのか，その特徴を考える。表１は，普通建
設事業費総額を目的別支出で分類し，その構成比の推移を1965年から５
年おきに示している。表から，普通建設事業費では，全期間を通じて，土
木費のシェアが一番大きく，総額の６割近くを占めているのがわかる。土
木費のシェアは，1980年まで低下したが，85年以降ふたたび増加するこ
とになった。土木費の他では，農林水産事業費が総額に占めるシェアが大
　　　　　　表1　普通建設事業費総額の目的別支出構成比（％）
5）Ｔｕllock（1983）は，政府支出で所得再分配を目的としない歳出が「隠された
　　移転」をもたらしている側面を最初に指摘し，それが政府の肥大化や経済活
　　動の非効率や政府の失敗をもたらしている可能性があることを明らかにした。
　　その後，隠された移転のメカニズムの解明に向けて研究が重ねられ，近年で
　　は，欧米諸国の多くで実証研究によっても政府支出による隠された移転の存
　　在が確認されている。 Alesina,Baqir,and Easterly（1998）は，1990年の人口
　　および政府活動のセンサスから得られる市と郡レベルのデータを利用し，ア
　　メリカでの公務員雇用が所得再分配の手段として利用されていることを明ら
　　かにした。また, Alesina,Danninger, and Rostagno（1999）らは，イタリアの
　　雇用データを用いて，政府部門での雇用が南北両地域間での所得格差を補う
　　移転として重要な役割を果たしているとの結果を導いている。
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表２　普通建設事業費総額に占める補助事業費・単独事業費の構成比＊
　　　　　　　　　　　　(目的別支出別％)
きい。農林水産事業費のシェアは，1980年まで増加したが，1985年以降
は逆に低下することになった。
　表２は，普通建設事業費総額を目的別に分類し，各支出項目で補助事業，
単独事業の構成比がどう推移したのか1965年から５年おきに示している。
まず，普通建設事業費総額では，対象期間すべてにおいて単独事業よりも
補助事業の方が大きかった。しかし，1980年以降，補助事業費の構成比
が低下し，単独事業の構成比が増えた。次に，支出項目間で構成比の違い
を見ると，土木費，農林水産業費，民生費では単独事業よりも補助事業の
方が大きかった。これに対し，衛生費，労働費，商工費，教育費などでは
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補助事業よりも単独事業の方が大きかった。さらに，支出項目別に構成比
の推移を見ると，土木費では，1975年以降，補助事業の構成比が低下し，
単独事業の構成比が高くなった。農林水産業費では，1980年まで補助事
業の構成比が増加したが，1985年以降，それを低下させた。民生費で
は，1970年と1985年に補助事業の構成比を低下させたが，それ以外の年
度ではやや高い値をとっている。教育費では，1980年以降に補助事業の
構成比を低下させる一方で，1990年以降に単独事業の比率を急速に高め
た。
　次に，地方政府の公共投資の財源調達がどう変化したのかを考察する。
図５は，普通建設事業費総額の財源内訳の推移を1959年から1998年の期
間について示している。まず，補助金（国庫支出金）は，高度成長期から
低安定成長期にかけて事業費総額の35％から40％近くの高いシェアを維
持したが，1979年をピークにそれ以降，シェアを低下させることになっ
た。特に1988年から1991年にかけて，20％近くまでシェアを大幅に低下
させた。しかし，1992年以降は，再びシェアを増加させ25％あたりで推
移している。次に，地方債は，高度成長期には事業費総額の10％から15％
程度にすぎなかったが，1970年代以降そのシェアを大幅に増加させ，1977
年には35％近くまで増やした。その後も1990年代始めまで25％から30％
の間の高い水準を維持していたが，バブル経済崩壊後の1992年以降さら
にシェアが拡大し，近年では45％を超える水準にまで達している。さら
に，地方税や地方交付税などの一般財源等のシェアは，景気変動を反映し
て増減している。その大きな落ち込みは，第一次オイルショック後の1970
年代後半とバブル経済崩壊後の1990年代半ば以降に顕著にみられ，いず
れの期間もシェアを20％近くにまで下げた。これに対し，1960年代の高
度成長期や1980年代終わりから90年代始めのバブル経済期には，40％か
ら45％の高いシェアを維持していた。
　また，図６は，歳出目的別分類での土木費総額の財源内訳の推移を1959
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図５　普通建設事業費の財源内訳の推移
年から1998年の期間について示している。土木費総額の財源内訳を普通
建設事業費総額での内訳と比較すると，土木費総額での財源構成は，1958
年から1963年の期間を除くほぼすべての期間で普通建設事業費総額での
財源構成と同じパターンで推移している。但し，1963年以前を除いた全
期間で，土木費総額に比べて普通建設事業費総額の方が補助金のシェアが
高い。これに対し，1964年以前を除いた全期間で，土木費総額の方が普
通建設事業費総額よりも一般財源のシェアが高い。この他，土木費総額で
は，1964年以降，繰入金，諸収入，繰越金などのその他の特定財源のシ
ェアが高い。地方債については，全期間で土木費総額，普通建設事業費総
額双方でほぼ同じシェアとなっている。
　このように，普通建設事業費総額，土木費総額のいずれにおいても，依
存財源による財源調達で構造変化が見られる。すなわち，1970年代以降，
事業費総額に占める地方債のシェアを大幅に拡大させる一方で，1980年
代を通じて補助金のシェアを大幅に減らすことになった。この他，一般財
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図６　土木費の財源内訳の推移
源等については，景気の影響を強く受ける形で年度間でのシェアの変動を
見ることができる。
　５「隠された移転」と補助金，地方偵との結びつき
　以下では，公共投資の地域配分を背後でささえる財源調達の役割に着目
して，なぜ公共投資による「隠された移転」が生じたのかを考える。ここ
ではまず，公共投資の財源調達での依存財源の高さに注目し，日本経済の
発展プロセスにおいて補助金の再分配効果がどう変化したのかを分析する。
さらに，依存財源での財源調達での構造変化に注目しながら，1970年代
以降の地方債政策の緩和と「隠された移転」とのつながりを考える。
補助金とのむすびつき
　図７は，1956年から1995年の期間について，一人あたりの補助金（普
通建設事業支出金）配分額と一人あたりの県民所得水準との相関係数の推移
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図７　相関係数の変化：依存財源と県民所得
　　　　　　（一人当たり，道府県）
を示している。まず,補助金については,1956年は有意でなかったが,1957
年以降は，すべて有意かつマイナスの係数が得られた。すなわち，補助金
は，1960年代始め頃から再分配効果を強め，日本経済の高度成長および
それ以降の低安定成長期を通じて今日に至るまで，継続して地域間の所得
格差を是正するように財源が配分されてきた。また，係数は1970年代半
ばまで継続して低下し，再分配効果が次第に強まったことを示している。
しかし，1970年代半ば以降は，係数はほぼ安定した値をとり，大きな再
分配効果の変化は見られなかった。
　さらに，補助金の地域配分について所得水準に着目して５分位分析を行
った結果は，図８に示される6)。各グループの配分水準は以下のように推
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図８　普通建設事業支出金
移した。まず，所得の最も高いG1グループでは，他のＧ２-Ｇ５グループ
と比べ，全期間で最も低い配分水準となっている。1963年から1970年頃
にかけてその水準は低下し，その後は，ほぼ安定して低い値で留まってい
る。G2グループは，1950年代の終わりには最も高い水準を示したが，そ
の後1962年以降は水準を低下させ，1970年代半ばまでほぼ0.8から１の
範囲で，1970年代後半以降にはさらに低下させ0.6から0.8の範囲で推
移している。G3グループは，全期間でほぼ0.8-1.2の幅に留まっている
が，1970年代半ば以前にくらべそれ以降では水準を低下させた。G4グル
ープは，1960年代の始め以降1970年代始めにかけて水準を高めた。それ
以降は，1980年代の始めにやや水準低下させたが，ほぼ1.2-1.4の幅で
安定して推移した。G5グループは，G4グループと同じく1960年代の始
め以降1980年代半ばにかけて水準を高めた。それ以降は1.6近くの高い
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水準を維持している。
　すなわち，５分校分析によっても，補助金の地域配分が，1960年代始め
を起源として再分配効果を強めたことが確認できる。地域配分の特徴とし
て，所得が最も高いG1グループが全期間で低い配分水準を維持したのに
対し，所得が最も低いG3, G4, G5グループが1960年代以降相対的に
配分水準を高めることになった。特に，G3グループは1970年代半ば以
降に，G4グループは1980年代半ば以降に水準を低下させたのに対し，
G5グループは1980年代半ばまで継続して水準を高め，それ以降も高い
配分水準を維持している。
　こうした補助金が，国の補助金政策や地方による利益誘導によって地域
間で再分配効果を持つことは，多くの先行研究が指摘してきた(石ほか
1983,林1987,広瀬1981,中里1998など)7)。ここでの普通建設事業支出金
を用いた分析でも，こうした先行研究と一致した結果が得られ，公共投資
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の地域配分は，こうした財源調達の支援を受けて所得移転を可能にしてい
ることがわかる。
　しかし，普通建設事業費では，既に見たように，その歳出構成で1980
年以降，補助事業のシェアを大きく減らし，単独事業を拡大させている。
また，財源調達構造でみても補助金は1970年代後半以降継続してシェア
を低下させている。さらに，我々の関心のある道路港湾などの土木費でも
普通建設事業費と同じく，歳出構成で1980年以降，補助事業のシェアの
低下と単独事業のシェアの拡大や，財源調達での補助金のシェアの低下が
確認される。では，両支出で補助事業や補助金による財源調達のウエイト
が減少したにもかかわらず，1985年から1990年にかけて若干の再分配効
果の弱まりがみられるが，1970年代後半以降継続して高い再分配効果が
維持されたのはなぜだろうか。そこでは，補助事業だけでなく単独事業に
おいても地域間の再分配をもたらす変化が起きているのだろうか。また，
補助金のシェアが低下しても，それを補うように何か他の財源が地域間の
所得移転と結びついて配分され，公共投資による「隠された移転」を可能
にしているのだろうか。以下では，もう一方の依存財源である地方債につ
いても再分配効果の分析を行う。
地方債とのむすびつき
　図７は，一人当たり地方債発行総額と一人あたり県民所得水準との相関
係数の推移も示している。地方債では，1956年は有意となったが，それ
以降，1975年に至るまで有意な係数が得られなかった。しかし，1976年
以降はすべて有意でかつマイナスの係数が得られた。すなわち，地方債は，
高度成長期を通じ1975年に至るまでは，財源は地域の所得格差の是正と
は直接結びつくことなく地域に配分されてきたが，1976年以降は，それ
が地域の所得格差の是正と結びついて配分されている。
　そこで，地方債発行総額の地域配分についても所得水準に着目して５分
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図９　地　方　債
位分析を行い，地域配分の特徴を見た。その結果は，図９で示される。ま
ず，G1グループは1971年，1974年，1975年の各年で配分水準を高めた
が，それ以外のほぼ全期間で低い配分水準を維持した。特に1970年代後
半から80年代終わりにかけて，1982年と1986年を除き水準を減少させ
た。1980年代終わりからは，再び水準を高めることになったが，他のグ
ループとの比較で見ると低い値に留まっている。次に，G2-G5グループ
では，特に，所得が相対的に高いG2とG3グループと所得が相対的に低
いG4とG5グループの間で，1970年代半ばを境に水準の逆転がみられる。
G2とG3グループは，1970年代半ば以前は最も高い水準を維持していた
が，1970年代半ば以降はその水準を減少させた。これに対し，1970年代
半ば以降はG4とＧ５グループが水準を上昇させた。
　すなわち，５分位分析においても，1970年代半ば以降，地方債が再分配
的に地域配分されていることが確認できる。特に，それは所得が相対的に
低いG4とＧ５グループでの配分水準の上昇と，それ以外のグループでの
配分水準の低下によってもたらされたことがわかる。
　　　　　　　　　　　　　　　― 117－
　それでは，なぜ地方債は1970年代半ば以降，再分配的に地域配分され
るようになったのだろうか。この時期以降，地方債政策で何か財政措置が
ビルトインされ，それが公共投資での「隠された移転」をもたらすことに
なったのだろうか。以下では1970年代半ば以降の地方債政策での政策の
緩和や多様化に着目し，公共投資と所得移転との結びつきを分析する。
地方債政策の手段
　地方財政で地方債を発行する理由として，第一に，世代間での負担の公
平化が目的とされる8）。公共投資の便益は，現世代の人々だけでなく，後
世代の人々も同じように享受することができる。したがって，地方債を発
行して，その元利償還金を支払う財源に後年度の税収等を充てることによ
って世代間での負担の公平化を図ることができる。第二に，財政運営上の
必要性から，財政支出と財政収入をバランスさせるために年度間の財源調
整手段として地方債が発行される。公共投資で大規模の公共施設などを建
設する時，単年度の一般財源だけで事業をまかなうことが難しいケースが
考えられるが，こうした場合には，後年度の財政運営でも元利償還金を返
済することで支払いを継続し，負担の標準化を図ることができる。
　しかし，我が国では，その他の理由によっても地方債が発行されてき
た9）。まず，地方政府で財源が不足する場合に，それを補てんするために
地方債が発行されてきた。本来，地方財政で財源が不足する場合には，地
方税の拡充や歳出の見直しを行うことで収支均衡が図られるべきである。
しかし，実際には，毎年度の地方財政対策によって地方債が増発され，地
方税や地方交付税などの一般財源の不足分だけでなく，補助金の削減分に
対しても地方債を用いた補てんが行われてきた。また，国の経済政策との
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調整などにも地方債が積極的に利用されてきた。本来，公債を用いて景気
対策を行う場合には国債が発行されるべきである。しかし，我が国では，
国が行う経済政策と地方財政との一貫性を保つ必要性があるとの理由から，
景気対策の手段として地方債が用いられ，その発行量が調整されてきた。
　我が国の地方債政策では，1970年代以降，こうした政策目的の多様化
が急速に進んだ。なぜなら，日本経済での低安定成長への移行は，地方財
政だけでなく国の財政も逼迫させ，国の財政政策や経済政策を実施する財
政負担の多くを地方債政策に肩代わりさせることになったからである。そ
の過程で，地方財政で不足する財源補てんのための財政対策債や財源対策
債，国の経済政策の手段として臨時地方道路整備事業債，臨時河川等整備
事業債，臨時高等学校整備事業債や地域総合整備事業債などが新たに発行
された。
　以下では，1970年代半ば以降の地方債政策と公共投資による「隠され
た移転」との関連を考察するため，『地方財政統計年報』や地方債計画に
基づく許可実績を示した『地方債統計年報』のデータを用いて地方債政策
の再分配効果を分析する。
　普通会計での地方債総額の大部分は，地方債計画では一般会計債として
項目分類される。年度によって変遷はあるが，一般会計債はさらに事業項
目として，一般公共事業，公営住宅建設事業，災害復旧事業，義務教育施
設整備事業，一般単独事業，辺地および過疎対策事業，地域改善対策特定
事業，新産業都市等建設事業，公共用地先行取得等事業，調整などに分類
されるlo）。ここでは，一般会計債の中でシェアが高く，かつ我々の関心の
ある土木費の財源調達に深くかかわっている一般公共事業債と一般単独事
業債に焦点を絞って議論を進める。
　一般公共事業債と一般単独事業債は，補助金政策と連動性があるかどう
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図10　道府県地方債発行額に占める一般公共事業債，一般単独事業債のシェア
かで分けられる11）。一般公共事業債は，1971年に，それまでの一般補助
事業債と直轄事業債とを統合して設立された。一般公共事業債の通常分で
は，国庫補助金の地方負担額を基準として起債所要額が決定される。従っ
て，起債額の地域配分は国庫補助金の決定に直接影響される。これに対し，
一般単独事業債は，元来は，災害によらない普通建設事業費のうち補助金
を伴わない地方単独事業に限定されて発行されてきた。一般単独事業債で
は，補助事業での地方負担のような具体的な指標がないため，前年度まで
の実績や地方団体の事業実施計画などを基準に所要額の算定が行われる。
　しかし，1970年代以降の地方債政策の多様化は，こうした一般公共事
業績と一般単独事業債の区分をあいまいにさせ，両事業債で地域格差是正
と結びついた配分をもたらすことになる。
　図10は，『地方財政統計年報』を用いて，1970年代以降，道府県での
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地方債発行総額に占める一般公共事業債と一般単独事業債のシェアの推移
を示している。まず，一般公共事業債は，1970年代から1980年代前半に
かけてシェアを増加させた。それは，1970年代後半から地方財政で不足
する財源補てんのために，財政対策債や財源対策債が継続して発行された
ことに起因する12)。財政対策債や財源対策債の多くは，適債事業が拡大さ
れたり，充当率が引き上げられることで一般公共事業債の追加分として認
められることになる。そこでは，元利償還に対して交付税措置がとられ，
支出を公共投資に向ける限りは，地方政府の返済能力を伴わなくても財源
が確保されることになった。次に，1980年代後半以降1990年代始めまで，
国庫補助金削減に伴い一般公共事業債のシェアが低下したが，そうした財
源は調整債や臨時財政特例債などで補てんされてきた。さらに，1990年
代半ば以降，一般公共事業債は再びシェアを増加させた。
　これに対し，一般単独事業債は1970年代以降継続して拡大し，近年そ
のシェアは地方債発行総額の50％近くに達している13)。そこでは特に，
道路や都市計画などの財源となる事業債の発行で積極的に支援措置が取ら
れ，国の経済政策の手段として利用されることになった。
　まず，景気対策のための措置として，1978年以降，臨時地方道路整備
事業，臨時河川等整備事業，臨時高等学校整備事業が新たに設けられた。
しかし，これに先立ち，市町村分での臨時市町村道路整備事業は1976年
から，また，1977年には景気回復がおもわしくないことから，臨時道府
県道路整備事業が年度途中から実施されることになった。特に，事業の資
金調達にあたり，公営企業金融金庫の財源が充てられるだけでなく，特別
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金利が適用され借入支援措置がとられている。臨時地方道路整備事業債は，
創設以来1998年現在にいたるまで一般単独事業債許可総額の中でも最も
シェアが高く，その27％から36％にかけてのシェアを占めてきた。
　次に，同じく1978年以降，地域総合整備事業等が新たに設けられ，三
全総などの国の経済政策にリンクした地域政策が推進されてきた。地域総
合整備事業は，道路，公園，公の施設等広く住民に利用される公共施設の
整備一般が対象となる。地域総合整備事業では，特に，1984年から新た
に一般分，特別分の区分が設けられることになる。特別分では，元利償還
の一部が地方政府の財政力に応じて交付税措置がとられ，地方交付税を財
源とした政策誘導が行われ，地域総合整備事業債の拡大をもたらした。地
域総合整備事業債は創設当初，一般単独事業債許可総額の5％程度に過ぎ
なかったが，1990年には25％近くにも達している。
　それでは，一般公共事業債と一般単独事業債での地方債政策の多様化は，
財源の地域配分でどのような再分配効果をもたらしたのか。表３は，1973
年から５年おきに一人あたり各事業債発行額と一人あたり県民所得水準と
の相関係数の推移を示している14）。ここでは，『地方財政統計年報』では
各事業債の道府県別発行額が示されていないため，『地方債統計年報（1982
年以前は，地方債統牡資料）』の道府県地方債発行許可額のデータを用いた。
　まず，1970年代以降，一般公共事業債は継続して所得再分配と結びつ
いて配分されてきた。これは図７で見たように，補助金が地域間で再分配
的に財源配分されてきたことから，その裏負担である一般公共事業債の財
源配分も再分配的になったと考えられる。1976年からの財政対策債や財
源対策債による一般公共事業債の拡大は，こうした再分配効果を一層強め
ることになった。これに対し，一般単独事業債は，1975年までは地域の
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所得水準との結びつきが有意とはならなかった。また，1976年は有意で
はあるが，プラスの相関をもって財源が地域配分されている。これに対
し，1977年以降は，有意でかつマイナスの相関で財源が配分されている。
従って，1977年以降の地方債発行総額の地域配分での所得再分配との結
びつきは，一般単独事業債が再分配効果を伴って地域配分されたことから
説明される。債の相関係数を求めていない。
　但し，地方債発行総額の地域配分では，1976年についても再分配との
結びつきがみられたが，それは，一般単独事業債ではなく，一般公共事業
債での適債事業の拡大や充当率の引き上げを通じて財源対策債が交付税分
の振替のために発行されたことに起因していると考えられる。その大きさ
は，一般公共事業債通常分許可額3176億円に対し，拡大追加分許可額は
2996億円にも達することになった。その結果，1976年には，地方債発行
総額に占める一般公共事業債のシェアが大きく増加した。すなわち，一般
公共事業債による再分配効果が一般単独事業債での所得と正の相関をもっ
て配分された効果を打ち消すくらい大きかったと考えられる。
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　そこで，一般単独事業債を用いた地方債政策と地域間所得再分配とのつ
ながりを，さらに1978年以降に新たに創設された地域総合整備事業債と
臨時地方道路整備事業債についてみた。臨時地方道路整備事業債は，バブ
ル期の1990年を除いたすべての対象年度で，地域の所得水準との結びつ
きで有意でかつマイナスの相関係数が得られている。すなわち，臨時地方
道路整備事業債は景気対策を目指して設立されたが，実態においては地域
間での所得格差の是正のために利用されていると考えられる。また，地域
総合整備事業債は，それが設立された1978年には，地域の所得水準との
結びつきで，有意でかつマイナスの係数がえられた。しかし，1983年と
1988年については，係数はマイナスではあるが，有意ではなかった。係
数は1990年以降，再び有意でかつマイナスとなり，財源配分が地域所得
格差の是正のために利用されていることがわかる。
　以上の分析結果から，1970年代後半以降確認される公共投資による「隠
された移転」は，補助金だけでなく地方債によってももたらされたことが
わかった。1970年代半ば以降，地方債政策は一般公共事業債と一般単独
事業債の双方で多様化し，地方財政の財源補てんや国の経済政策のために
新たな事業債が発行されることになる。こうした地方債は，公共投資での
道路や都市計画等の財源調達をささえる一方で，地域間の配分においては，
再分配を実現する財源措置として組み込まれることになった。
　６　結　　論
　本稿では，日本経済の発展プロセスにおいて，地方政府の公共投資が地
域格差是正や雇用政策などによって再分配的に地域配分されることを実証
的に明らかにした。そこでは特に，社会資本の蓄積を通じて経済効率の改
善に向けられるべき道路，橋りょう，河川海岸，港湾などに支出される土
木費が，1970年代半ば以降，再分配の手段として用いられ，「隠された
移転」として機能していることが確認される。分析ではさらに，地方政府
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の公共投資の財源調達での構造変化に着目し，依存財源である補助金が再
分配的に地域配分されただけでなく，1970年代半ば以降，地方債も再分
配効果を伴って地域配分されていることがわかった。特に，1970年代半
ば以降，地方財政での財源補てんや国の経済政策のための地方債が新たに
創設され，地方債は交付税や補助金に替わる財源として道路，河川や都市
計画などの公共投資の地域配分をささえることになった。そこでは，交付
税措置や公営企業金融公庫による借入れなどの支援措置が講じられ，地方
政府の財政能力にかかわらず起債によって財源調達することが可能になっ
た。こうした地方債による特定の公共投資への財源措置は，1970年後半
以降も継続して利用され，公共投資による「隠された移転」をささえる財
源手段として機能してきた。
　しかし，地方債が地方財政で財源補てんや国の経済政策のために継続的
に用いられることは，一方で，地方政府が効率的に公共投資を配分するイ
ンセンティブを阻害することになる。まず，財源補てんが継続されると，
公共投資と財源調達の関係を希薄化させ，政府間移転に大きく依存してい
る地域でソフトな予算制約の問題を生むことになる。その結果，公共投資
の主要な実施主体である地方政府は，財政錯覚を引き起こし，地方債等で
財政補てんが保障される地域で公共投資への依存体質を一層強めることに
なり，ひいては社会資本の効率的な蓄積や利用を阻害することになると考
えられる。また，国の経済政策のために地方債が利用されることは，地方
政府が地域の財政需要に応じて公共投資を効率的に配分するメカニズムを
歪めることになる。
　したがって，今日盛んに議論されている地方分権を財政的にも徹底し，
公共投資にあたっての受益と負担の乖離を最低限にとどめ，地方政府が自
ら責任ある形で資本形成ができるようにルールを構築する必要があると考
えられる。
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